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サプライチェーン上の強制労働について
期待される企業の取り組み

ことのは総合法律事務所

弁護⼠ 佐藤 暁⼦
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ビジネスと⼈権への関⼼の⾼まり

© 2021 Akiko Sato
2

出典：
h"ps://news.yahoo.co.jp/ar1cles/a6896d9df 
cebb7269b8adb073b5eec7e903e46f8

出典：
h"ps://www.nikkei.com/ar1cle/D 
GXZQOUC19CXL0Z10C21A500000
0/

出典：https://www.nhk.or.jp/kaisetsu-
blog/100/450521.html

出典：
h"ps://blogos.com/ar1cle/541635/

出典：
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210609/k100130 
74681000.html

http://www.nikkei.com/ar1cle/D
http://www.nhk.or.jp/kaisetsu-


グローバルでの議論の進展

2018 豪現代奴隷法

2015英国現代奴隷法

2019 タイNAP策定

2019 蘭児童労働DD法 2010 ⽶カルフォルニア州
サプライチェーン透明法

2017 仏⼈権DD法

2019 インドNAPゼロドラフト

インドネシアNAP策定中

マレーシアNAP策定中

2021? EU環境・⼈権DD法 2010 ⽶ドッドフランク法
（紛争鉱物規制）

2019EU紛争鉱物規則

2021 パキスタンNAPゼロドラフト

2021 独⼈権DD法

2021 ノルウェー
サプライチェーンDD法
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⽇本のサステナビリティ関連
ソフトローの動き
スチュワードシップコード：2020年改訂
• ⽬的：投資家の責任・義務を明確し、中⻑期的に投資家・企業間で緊張感のある関係の構築
• 法的拘束⼒はないものの、多くの機関投資家が賛同し、企業とのエンゲージメントにおいて活⽤

• 改訂で原則７に、エンゲージメントにおいて「サステナビリティ（ESG要素を含む中⻑期的な持続
可能性)」を考慮することが加わった

コーポレートガバナンスコード：2021年6⽉11⽇施⾏
• ⽬的：中⻑期的な企業価値増⼤に向けた経営者による的確な意思決定を⽀える実務的な枠組み。上
場会社の持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上。コンプラインor エクスプレイン

• 補充原則２−３①取締役会は、気候変動などの地球環境問題への配慮、⼈権の尊重、従業員の健康
・労働環境への配慮や公正、適切な処遇、取引先との公正・適正な取引、⾃然災害等への危機管理
など、サステナビリティを巡る課題への対応は、リスクの減少のみならず収益機会にも繋がる重要
な経営課題であると認識し、中⻑期的な企業価値の向上の観点から、これらの課題に積極的・能動
的に取り組むよう検討を深めるべきである。

• 補充原則３−１③（抜粋）上場会社は、経営戦略の開⽰に当たって、⾃社のサステナビリティにつ
いての取組みを適切に開⽰すべきである。
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KnowTheChainは、企業と投資家が国

際的なサプライチェーンにおける強制労
働のリスクについて理解し、対応するた
めのリソースです。

ベンチマークは、強制労働のリスクが高
い3部門を評価します。
• 情報通信技術（ICT）
• 食料・飲料
• アパレル・フットウェア



「国連 ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく

1. コミットメントとガバナンス

2. トレーサビリティとリスクアセスメント

3. 調達行動

4. 採用活動

5. 労働者の声

6. モニタリング

7. 救済措置

ベンチマークテー
マ



強制労働に関する主張

KnowTheChainは、すべての大規模なグ
ローバルサプライチェーンに強制労働が存
在する可能性が高いという前提で実施して
います。

ベンチマーク企業の54％のサプライチェー
ンで人権侵害の疑いが確認されました。

疑いの内容は、労働者が人材紹介料や関
連費用を支払っているというもので、中には
仕事を得るために1年分の給料よりも高い
4,000USDを支払わなければならない労働者
もいました。

本セクターの現状

パンデミック：アパレル調達国のワー
カーの75％が、パンデミックの際にローン
を組まなければならなかった、または借金
をしたと報告しています。

未払賃金、退職金、組合活動に対する
妨害、日々の食糧不足

世界のアパレルサプライチェーンで働く
労働者の27％が最低賃金を下回っていま
す。

強制労働のリスク-アパレル-
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KnowTheChain 2020 Food & Beverage Benchmark

Average score: 28/100

Correlation with CHRB:0.79
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⽇本企業の事例

調達⾏動
• パナソニック：サプライヤーとの取引基本契約書に

⼈権と強制労働を取り扱っていることを公開してい
る。

採⽤活動
• 東京エレクトロン：RBA⾏動規範バージョン6.0を採

⽤したことを公開している。同⽅針では、労働者は
斡旋料やその関連費⽤の⽀払いを要求されるべきで
はないこと、またそのような費⽤は労働者に払い戻
されるべきであることが述べられている。

労働者の声
• キャノン：サプライヤーCSRガイドラインにおい

て、⼈権、労働、および強制労働を含むサプライ
チェーンの問題に関する懸念を持つ⼈は誰でも、⼀
般公開されているウェブサイト上の「CSR活動への
ご意⾒ページ」を使⽤できると述べている。報告さ
れた内容に基づいて調査を⾏う旨も書かれている。

モニタリング
• 任天堂：同社のサプライヤー監査には、労働者の雇

⽤契約や給与明細の確認、労働者のプライバシーが
確保される状況で労働者の⺟国語で⾏う⾯談、そし
て製造施設や寮の点検が含まれることを開⽰してい
る。

救済措置
• アシックス：⽇本国内での持続可能なサプライ

チェーンの推進に取り組むNGO 「Global
Alliance for Sustainable Supply Chain」と協働
して、タイと⽇本の⼯場で働く移⺠労働者が利⽤
できる苦情処理メカニズムを導⼊。2020年に
は、このメカニズムを通じて労働者から2件の相
談があり、そのうちの1件がハラスメントに関す
るもの、もう1件が残業に関するものであったこ
とを開⽰。

• ファーストリテイリング：主要な縫製⼯場および
素材⼯場の従業員や従業員代表のためのホットラ
インも上海、ホーチミン、ダッカ、ジャカルタ、
東京などに設置。現地の⾔語で利⽤可。翻訳
サービスを向上し、労働者が⺟国語でSMSメッ
セージを送信できるようにするとともに、多⾔語
によるポスターも作成。IOMと連携して、苦情
の解決に際して外国の労働者を⽀援できる現地の
NGOを選定。2019年にホットラインを通じて相
談があった苦情のうち、63件はILO中核的労働基
準、現地の労働法、⾃社のサプライヤーコードの
違反に関するものであった。差別、労働時間、抑
圧とハラスメント、賃⾦と福利厚⽣など、苦情
の内訳についてもグラフにして開⽰。
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海外企業の事例
■マイクロソフト

• アジア諸国のサプライヤーに対して、賃⾦、労働時
間、移⺠労働者や学⽣の労働者といった労働者の種
類、結社の⾃由、法的要件などの分析を含むサプライ
チェーン・リスク評価を実施したことを開⽰。評価
は、⽇本、韓国、マレーシア、フィリピン、シンガ
ポール、台湾、タイ、ベトナムの8カ国を対象として
おり、監査役へのヒアリングを実施。同社は評価結果
を開⽰し、評価対象国の半数以上で移⺠労働者と労働
時間が⾼リスクであることが判明。評価では更に、⼿
数料、過剰な残業、差別、安全衛⽣などのリスクも指
摘した。

■アップル

• 2018年、台湾、ベトナム、タイ、⽇本、シンガポー
ル、マレーシア、UAEで債務労働に特化した監査を実
施。サプライヤーに対する労働・⼈権アセスメントに
よって、26の労働時間の改ざん、債務労働と未成年者
の労働を含む「主要な」侵害が発⾒された。

■ネスレ

• ⾃社のサプライヤーの査定を⾏うパーム油の直接サプ
ライヤーから5名を含む12名の査定員をマレーシアで
の「倫理的採⽤監査員」ワークショップに派遣したこ
とを開⽰。審査員たちは、採⽤プロセスや移⺠労働者
の移動における強制労働のリスクをよりよく⾒極める
⽅法に関する研修を受講した

■アマゾン

• サプライヤー⾏動規範に、評価後、サプライヤーは詳
細な改善計画を提供しなければならないことを記載。
評価の合間にサプライヤーと会合を持ち、進捗状況を
議論し、主要な調達国のサプライヤーと作業するため
の専⾨チームを設置。サプライヤーコードには、是正
措置計画の例も含まれており、発⾒内容、根本原因、
是正処置、⻑期的な予防処置などを詳細に記載。ま
た、労働者の視点や計画へのフィードバックを求める
など、救済措置プロセスに労働者を巻き込むことも推
奨している。

■ノキア

• サプライヤーとの是正処置計画プロセスの詳細(例:是
正処置の検証⽅法や、是正処置を⾏わなかったサプ
ライヤーに対する潜在的な影響の詳細)、労働者に対す
る是正処置の結果を開⽰。インドのサプライヤーが労
働者に雇⽤条件を提供していなかったことを発⾒した
と報告。他のケースでは、必要な雇⽤の詳細が全て含
まれていない不完全な労働者契約が発⾒された。同社
は、サプライヤーがアポイントメントレターを通じて
労働者との間でこの問題を是正するよう求められ、労
働者の契約書が修正されたことを開⽰した。
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コロナ禍の事例
マレーシア：ゴム⼿袋
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Top Glove：マレーシアのゴム⼿袋世界最
⼤⼿

2020年11⽉以降、コロナ感染のクラス
ターが発⽣し5000⼈以上が感染

⽶税関・国境取締局（CBP）により
、強制労働が認定。輸⼊禁⽌措置。
従業員向け寮の劣悪な環境は以前から指摘されていた
コロナによる需要の急増

イギリスでは、NHSの使⽤するゴム⼿袋
の製造現場での⼈権侵害について、政府
に対する批判が。

出典：AP



「EUの企業が事業活動やサプライチェーンに
おける強制労働のリスクに対処するための
デューデリジェンスに関するガイダンス」

• DDを実施する際に、強制労働に特化するために考
慮すべき事柄について

• 強制労働のリスク要因について

• 国レベル／移⺠や⾮正規／債務

• より⼊念なリスクアセスメントについて

• 強制労働のリスク対応の具体的なアクション

• 国家がスポンサーの強制労働の対応時の考慮要素

• 責任ある撤退(responsible disengagement)につい
て

• 救済について

• ジェンダー・⺠族や宗教上のマイノリティの考慮
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⽇本企業に期待
されること
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⾃社のサプライチェーンの全容の把握

国ごとの強制労働のリスクの把握

• ソース：国連・NGO等のレポート、現地新聞記事、
労働組合など

サプライヤーへの⼈権⽅針・調達⽅針等の共有

• 必要であればリソースの提供も

• 第三者監査等によるモニタリング

グリーバンスの設置

ライツホルダーとのステークホルダーエンゲージメント
の実施

⼈権リスクは常に存在するもの。できるだけ早くに感知
し、対応することができるように、⽇頃からサプライヤ
ーとしっかりとコミュニケーションを取り、かつ、サプ
ライヤーもカバーするグリーバンスを設置すること

終わりなき旅
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ご静聴頂きありがとうございました。

akikosato.1210@gmail.com
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